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ケインズの経済政策論の形成と展開（１）

　　　　　　ケイソズ経済学研究序説皿

松　川　周　二

序章　　ケイソズの経済政策論の基本的性格

　近年・フリートマソ（Ｍｌ　Ｆｒ・ｅｄｍａｎ）を中心とするマネタリストやその方向を

理論的にも政策論的にもさらにいっそう精綴化 ・銑鋭化させた合理的期待学派，

それに加え・供給サイドの経済学（Ｓ．Ｓ．Ｅ）やブキャナソ（Ｊ．Ｍｌ． Ｂｕｃｈａｎａｎ）ら

の均衡財政主義者などの反ケイソズ主義の潮流は，正統派ケイソジアソとの論

争を通じて次第にその影響力を強めている。他方これと口乎応するかのようにケ

イソス経済学の真の革新性を明らかにしようとする新しいケイソス研究も急速

に発展しつつある。しかしこのようたケイソズ再解釈の研究方向は必らずしも

ヶイソズ経済学の全体像を明らかにしようとするものではなく ，むしろ「不均

衡動学にもとづく新しい経済理論の構築」に向げられているといえる
。

　我々は既に本論『ケイソス経済学研究序説』の序文において，ケイソス経済

学は総体としてとらえることが重要であり ，そのためにはケイソス自身の広範

な著作に依拠しつつ多面的で多角的な研究が必要であると主張して，次の２つ
　　　　　　　　　　　　　　１）
の基本的な分析視角を提示した 。

　（１）ケイソス経済学は相互に深く関連している３つの構成要素　　「資本主

義経済観と新しい資本主義像の追求」「具体的た政策提言と新しい政策原理の

確立」および「正統派経済学批判と新しい経済理論の創造」によっ て彩成され

ている。したがって我々は，それぞれの構成要索の特徴とそれらのケイソス経

済学におげる位置を明らかにする場合，つねに３つの構成要素の相互連関を論

じなげれぱならない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４４４）
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　（２）ケイソス経済学は現実の経済的杜会的状況や直面する経済問題と密接に

結びついている。したがって我々はケイソズ経済学を，それを生み発展させた

第一次大戦から３０年代にかげての時代的状況との対応関係のもとで論じなけれ

ばならない 。

　そして我女は上記の２つの基本的な分析視角から本論（第１部ｒヶイソスの経

済政策論の彩成と展開」）の課題を，「ヶイ１／ズは直面する経済的諸問題に対して

どのような政策目標と具体的な政策手段を提示したのか，またとのような経済
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
政策の原理 ・体系を確立したのかを明らかにすることである」と述へたのであ

る。

　ところでケイソスの経済政策論は，前述したように彼の資本主義経済観およ

び経済理論と密接に結びついている。しかしケイソズの主たる関心が一貫して

現実の経済間題をいかにして解決するかということであり ，しかもそのことが

彼の資本主義経済観や経済理論の彩成 ・発展の契機となったことに注目するな

らは，経済政策論こそがケイソス経済学の中心的な位置を占めるということが
　　　　　　３）
できるだろう 。

　このように経済政策を重視するケイソスの姿勢には，ケイソスの性格や生れ

育っ た環境 ・経歴が反映されている。たとえぱヶイソズの知性主義やアクティ

ウィスムは，問題の解決を自律的な自然の摂理にゆだねるのではなく ，現実を

直視し偏見や先入観にとらわれずに事態の本質に迫り ，人間の英知によっ て間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
題を解決しようという積極的恋方帥こヶイソズをむかわせたと考えられる 。ま

たケイソスの鋭敏な時代感覚は第一次大戦後に顕著とたった資本主義経済の体

制的危機をいち早く感じとっ ただけでたく ，彼のエリート意識と相まっ て階級

対立による杜会主義革命の危機から資本主義体制を救おうという使命観を鼓舞

したのであり ，このことが経済政策論の形成と展開の重要な動因となったと思
　　５）
われる 。

　それらの要因に加え我々は，ケイソスが戦前から官僚としての経験を持ち ，

第一次大戦中には大蔵官僚として戦時金融の政策立案施行およびドイツ賠償要

求額の大蔵省原案の作成の中心的な役割をはたしたことを忘れるわけにはいか

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４５）
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次い。しかもそこでの経験をもとに書き上げられた論駁の書『平和の経済的帰

結』（１９１９年）の予言が適中し，ケイソスの賠償額の現実性 ・正当性が次第に承

認されていった経緯は，間題を解決する自らの能力に対する自信を植つげたの
　　　　　　　　　　６）
ではないかと思われる 。

　以下我々は本早の§１ ，§２において，ケインズの経済政策論の基本的性格を

彼の資本主義経済観および経済理論との関連で検討し，また§３ではケイソズ

政策論の革新性を明らかにすることにしたい 。

　　１）拙稿ｒケイソズの資本主義経済観の彩成と展開（工）」，ｒ立命館経済学』第３２巻第

　　　３号，１９８３年８月，ｐ．４１を参照 。

　　２）　同上，ｐ．４１を参照。

　　３）実際，ケイソズの膨大在著作 ・バソフレット ・論文において政策論とまっ たく

　　　無関係なのは『確率論』（１９２１年）のみであるといっても過言ではたい 。

　　４）拙稿ｒケイソズの資本主義経済観の移成と展開（１）」（前掲論文）ｐ．４６を参照
。

　　５）　同上，ｐ．４８を参照。

　　６）　『説得論集』宮崎義　訳，ケイソズ全集第９巻，東洋経済新報杜，ｐ　ｘｘ１１１ お

　　　よびハリス，Ｓ　Ｅ ，『ケイソズ入門』塩野谷九十九訳，東洋経済新報杜，１９５７年 ，

　　　ｐ．１９を参照 。

§１

　我々がケイソズの経済政策論の移成と展開を論じる場合には，第一次大戦後

の現実的状況の変化　　ヨーロッバ経済組織の崩壊，ドイツ賠償間題や連合国

間債務による国際的な緊張関係の発生，米国への金の集中 ・偏在などの重要性

を無視しえない。しかし同時に我々は，ケイソズが第一次大戦後の経済的諾間

題の本質を１９世紀的な経済体制 ・秩序と変貌しつつある現実経済との矛盾 ・対

立の表出とみなしていることに注目しなげれぱならない。すなわち，１９世紀的

た経済体制のもとで移成されそれを支えてきた諸条件　　制度 ・慣習 ・杜会心

理・ 政策原理 ・経済機構などが次第にその存在意義と有効性を失っただげでた

く経済的成果への樫楕となり ，そのことが毘実の経済問題を生みだしたという

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４６）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
のがケイソスの基本的た認識なのて１ある

。

　ＬかＬケイソスは「歴史の不可逆性」を十分に認識しており ，問題解決の方

向として１９世紀的な資本主義経済体制を再建しそのもとへ現実経済を引きもど
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
そうとする保守主義的な見解には同調しない。逆にヶイソズは変貌しつつある

現実経済のなかから階級問の調和を実現し経済間題を解決しうる新しい資本主

義経済体制の方向を見出そうとするのであり ，したがって求められる政策原理

もその実現を促進するものであるといえる 。

　では実際ケイソズはどのような新しい資本主義経済像を追求したのであろう

か。

　周知のように１９世紀的な資本主義経済を自律的で自已完結的な経済体制とみ

る資本主義経済観が自由放任的な政策原理を生みだしたように，資本主義経済

体制の内在的不安定性 ・脆弱性を強く意識したヶイソズはそれにかえて自由裁

量的な政策原理を提示し，しかもそれを能動的かつ積極的に実行しうる賢明で

有能な政策当局（政府や中央銀行）の存在を強く求めるのである。すなわち政策

当局は現実の経済的諸間題の本質を的確にとらえるとともに適切かつ具体的な

政策目標を提示し，それを実現するための政策手段をすほやく実行しなけれぱ

ならない。しかも民主主義杜会においてはその意義と重要性を現実的かつ理論

的な根拠にもとづき説得的に主張することが必要となる 。

　もちろん以上のようたケイソスの経済政策観は資本主義経済それ自体を否定

するものではたい。確かにケイソズは資本主義経済体制を代替可能た一つの経

済システムとみたしているが，その基本理念である個人の自由や私企業体制の

意義を十分に評価しており ，むしろケイソス政策論の意図は，資本主義経済体

制の基本理念を可能な限り緯持しつつ，その潜在的なバフォーマソスをいかに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
して引き出すかに向げられていたといえる 。

　しかしケイソスは１９世紀的な資本主義の個人主義的 ・競争至上主義的性格に

対しては批判的であった。周知のように正統派経済学は，個人および企業の私

的利益の追求は競争的市場の調整を通じて公的利益を実現すると主張したが，

むしろヶイソズは競争経済の否定的側面である非効率性や不公正性を指摘する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４７）
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すなわちケイソズは個人主義的な小企業は適切な経営能力を欠き，しかもそれ

らの問での競争状態が経済を最適な競争均衡に導くのではたく ，自減的な過当

競争に陥るとみるのである。それゆえケイソスは，株式の分散化により所有と

経営が分離し有能的た経営者によっ て管理運営される大企業（あるいは半官半民

的た公益企業）の発展に注目し，大企業によって産業が支配され協調と適度な競

争関係が保持される大企業体制に来るへき資本主義経済の新しい方向をみいだ
　　　　　４）
すことになる 。

　以上のようにケイソズが指し示した方向は能動的で積極的た経済政策と大企

業体制に立脚した資本主義的混合経済であり ，それを実現しうる政策原理の確

立にはかならない。したがってヶイソズは終始一貫して受動的で消極的な政策

原理に反対しただけでなく ，個人の自由や私企業体制と低触する杜会主義的な

集権化にも反対しつづげたのである 。

　次に我々は上述したヶイソスの資本主義的混合経済のウィショソにもとづく

政策原理の意味を，英国経済の現実的展開との関連で述べておくことにしたい 。

　１９世紀の英国のめざましい経済発展から生れかつそれを支えたのは次の４つ

の政策原理であ った 。

　（１）第一次大戦までの国際金本位制は英国主導型であり ，イソグラソド銀行

による国際均衡優先の金融政策は同時に国内均衡の達成をも意味していた 。

　（２）経済の自律的な調整力を信頼する調和的な資本主義経済観のもとで，収

支が均衡しかつ可能た限り小規模な予算をよしとする財政観が広く支持されて

いた 。

　（３）国家の政策的介入を極力抑え競争状態を可能な限り維持しようとする政

策は，成長期にあり経済組織の高い流動性を保持していた英国経済の現実のも

とで，その有効性を発揮していた 。

　（４）　「世界の工場」「世界の銀行」という英国経済の絶対的優位性のもとで

海外投資を奨励し海外投資一輸出産業型の経済構造を促進する政策 ・制度は国

内産業の繁栄に寄与していた 。

　しかし以上のような１９世紀的な政策原理は，第一次大戦前から序々に進行し

　　　　　　　　　　　　　　　　（４４８）



　　　　　　　　　ケイソスの経済政策論の形成と展開（１）（松川）　　　　　　　　　４９

つつあった現実経済の変質 ・変貌のもとで，英国経済の安定的繁栄の阻害要因

となったのである。すなわち既存の政策原理と英国経済との矛盾は資本主義経

済体制に固有な不安定性（貨幣価値の変動 ・景気循環 ・不況の慢性化 ・長期化たど）

という要因と英国経済自体の成熟化 ・国際的地位の低下という２重の要因にも

とづくものであり ，それゆえケイソズは既存の政策原理にかえて次の４つの政

策原理を提示するのである 。

　（１）一国の経済政策の目標は何よりもまず国内均衡の達成でなげればなら恋

い。 しかし金本位制のもとで国内均衡と国際均衡の達成が対立する場合，金本

位制のルーノレは後者を優先させ前者を実現するための政策的な白由度を著しく

制限する。それゆえ白由裁量的な金磁政策によっ て国内均衡を達成するために

は国内均衡優先という経済政策観とともにそれを可能にする貨幣改革（ｍＯｎｅ －

ｔａｒｙｒｅｆｏｒｍ）　とりわけ旧未の金本位制度にかわる新しい金顧制度 ・組織の

　　　　　　　　　５）
確立が不可欠である 。

　（２）金本位制度の制約から金融政策の実行が著しく制限されている場合や激

しい不況のもとで金融政策のみでは不十分な場合，政府は公共支出政策を含む

積極的な財政政策を実施するとともに，それを阻げている古い財政観を打破し
　　　　　　　　６）
なけれぱならない 。

　（３）十分に発展し成熟期を迎えた経済杜会では，杜会政策の充実や労働組合

の強大化のもとで経済組織の流動性（貨幣賃金率の伸縮性や労働の移動性など）は

次第に失われていく 。しかも英国企業の伝統的な秘密主義や小企業問の過当競

争は企業間協調による産業合理化 ・再編成を阻げる要因とな っている。したが

って国内経済の好況化政策によっ て経済の流動性を高めるとともに，競争的利

益と産業の効率化を同時に達成しうる大企業体制を確立しなげれぱならない 。

　（４）１９世紀の英国の海外投資は直接的かつ自動的に輸出産業の需要増加とな

り， しかもそれは国内産業の繁栄にも寄与していた。しかし輸出産業の国際競

争力の低下は上記のメカニスムは失わせ，海外投資の増加は国際収支の悪化要

因となり ，その結果海外投資を奨励してきた政策 ・諸制度は英国経済の繁栄に

対する阻害要因となった。それゆえ，過大な海外投資を国内の資本蓄積にふり

　　　　　　　　　　　　　　　　（４４９）
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むげ，立ち遅れている杜会資本の充実や公益事業の拡大およぴ国内投資 一国内

産業型経済構造への転換さらには金融組織と国内産業の関係の緊密化を積極的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
におしすすめることが重要な政策課題とたる 。

　以上のことから明らかたように，ケイソズ政策論の根底にあるのは１９世紀的

た資本主義経済観にもとづく旧い政策原理をいかに克服するかという間題意識

であり ，我々は本論第１章以後でそれがどう具体的に展開されたのかを明らか

にしていきたい 。

１）拙稿ｒケイソズの資本主義経済観の捗成と展開（１）」（前掲論文），Ｐ４４－４５を参

　照 。

２）　同上，Ｐ．４８を参照 。

３）　『自由放任の終焉』１９２６年，『説得論集』（則掲訳書），ｐ３５２を参照 。

４）拙稿ｒケイソズの資本主義経済観の移成と展開（２）」，ｒ立命館経済学』第３２巻４

　号，１９８３年１０月，第５章の§５および§６を参照 。

５）　これこそｒ貨幣改革論』および『貨幣論』の主要なテーマであり ，ケイソズは

　金融政策の現実的有効性を高めるためのさまざまた提案を行たうとともに，管理

　通貨制への指向を強めていく 。たとえぱｒ最も重要なことは，不換紙幣と銀行信

　用を有する現代世界においては，好むと好まざるとにかかわらず，ｒ管理」通貨

　は不可避であり ，金見換制度を採用するにしても，金の価値自体が中央銀行の政

　策に依存するという事態は変わらたいであろう」という『貨幣改革論』の主張に

　ケイソズの考えがよく表われている。ｒ貨幣改革論』中内垣夫訳，ケイソズ全集

　第４巻，東洋経済新報杜，Ｐ
．１４１

．

６）　ケイソズは大蔵省の国債償還政策や公債支出政策に対する旧い考えを批判しつ

　つけたが，とりわげ重要たのは，ロイド ・ジ ョーソのバソフレヅト『失業は克服

　しうる（Ｗｅ　ｃａｎ　Ｃｏｎｑｕｅｒ　Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ）』に対する大蔵省の公式見解（Ｗｈ １ｔｅ

　Ｐａｐｅｒ－Ｍｅｍｏｒａｎｄａ　ｏｎ　ｃｅｒｔａ１ｎ　Ｐｒｏｐｏｓａ１ｓ　Ｒｅｌａｔｍｇ　ｔｏ　Ｕｎｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔ）への

　ケイソズの批判である。例えぽケイソズは大蔵省見解を現代の経済理論を知らた

　い人々の手によるものであり ，誤りと欠落（ｍ１ｓｔａｋｅｓａｎｄｏｍ１ｓｓ１ｏｎｓ）がその特徴

　であると述へている 。“Ｔｈｅ　Ｔｒｅａｓｕｒｙ　Ｃｏｎｔｒｌｂｕｔ１ｏｎ　ｔｏ　ｔｈｅ　Ｗｈ１ｔｅ　Ｐａｐｅｒ
ｇ・ １８

　１〉［ａｙ１９２９，丁加ル肋〃ｏ〃〃加舳刎刎，ＪＭＫ　ＸＩＸ，ＰＰ・８１９－８２４を参照 。

７）拙稿ｒケイソズの資本主義経済観の移成と展開（１）」（前掲論文）の第４章を参

　照 。

（４５０）



ケイソズの経済政策論の彩成と展開（１）（松川） ５１

§２

　次に我六はケイソス政策論の基本的性格を彼の経済理論との関連で明らかに

したい 。

　ヶイソスの経済政策論はすくれて実践的な政策課題に立脚しながらも，その

形成と展開は正統派経済学に対する批判および新しい経済理論の創造への決定

的な契機となったと思われる。た畦たらぱ具体的た経済問題に対して有効かつ

適切な経済政策を提示するために十分に説得的な理論的根拠が不可欠であり ，

しかも確固たる理論的基礎こそが経済政策論のいっそうの発展を可能にするか
　　　　１）
らである 。

　ところで経済政策論にとっ て最も重要な課題は「政策目標と政策手段との現

実的かつ理論的関係の解明」であり ，このことをケイソスは次のようにして明

らかにした。まずはじめに不均衡状態にある経済のもとで，どのような均衡化

要因およぴ不均衡の累積化要因が作用し，かつ相互に関連しあうのか，またそ

れぞれの作用 メカニ ズムにおいてどのような階級問の利害関係の変化や現実的

た諸困難を伴うのかを検討する。そして次に経済の不均衡状態を是正しようと

する積極的な経済政策の理論的かつ現実的な作用様式を検討することにより ，

経済政策の有効性および必要性を評価しようとしたのである 。

　以上のように不均衡下の経済間題やそのもとでの経済政策の意義を重視する

ケイソズは，正統派経済学の均衡論的たアプ ロー刊こは批判的であり ，ケイソ

ズが求めた経済理論は不均衡下にある経済の変動過程や経済政策の作用様式を
　　　　　　　　　　　　２）
解明しうる理論体系である。それゆえケイソズはこの課題を次のような因果関

係の現実的 ・理論的分析によっ て明らかにする。すなわち不均衡下にある経済

の変動過程や経済政策の作用様式を原因と結果の連鎖をたどりながら分析を進

めていくという方法である。このような分析手法はケイソズ経済学に共通した

方法論的特徴をなすものであり ，経済理論と政策論とを結びつげる重要た環の

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５１）
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役割を果している 。

　そこで我々は上述した因果関係の現実的 ・理論的分析の意味を以下のような

具体的な例を示すことにより明らかにしたい 。

　ドイツ賠償間題

　ｒ平和の経済的帰結』（１９１９年）の核心はトイソ賠償問題であり ，その最大の

貢献はドイツに対する敵擦心や報復という立場からではなく ，経済帥こみてど

の程度の賠償額が支抵いうるかというトラソスファーの問題として論じたこと
　　３）
にある。このような観点からケイソズは賠償額の上限はドイツの総貯蓄である

という通説を否定したが，それは次の３つのトラソスファーのプ ロセスをへな

げれ１まならないからである。すなわち貯蓄額→賠償額となるためには¢総貯蓄

を国内投資にではなく輸出産業の生産増加にふりむげる，◎増加した輸出財生

産を外国市場で売りさぱく ，　このようにして獲得した外貨を政府は財政余剰

として吸上げるという因果関係のプ ロセスが必要となる。しかし実際，Ｑでは

産業構造の大観模な転換と労働力の再編成を伴わたげれぱたらず，◎では輸出

量が増加するほと諸外国との競争が激化し輸出額（＝獲得しうる外貨）の増加は

逓減する。また　では国民に耐え難い程の税負担を強いることにたり ，結局総

貯蓄を賠償額に長期問トラソスファーすることは事実上不可能であるといえる 。

それゆえケイソズは賠償要求額の上限を実現可能な輸出超過額とみたし，戦前

のドイツ経済の資料にもとづいて賠償要求案を２０億ポソドとしたのである 。

　物価水準の不安定性と金融政策

　ｒ貨幣改革論』（１９２３年）においてケイソズは物価水準の不安定性を，予想さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
れる物価変動にもとづく投機的な実物財と貨幣との代替関係によっ て説明した 。

すなわち物価水準の上昇（下落）は「予想物価水準の上昇（下落）→投機的動機

による貨幣保有の減少（増加）→実物財需要の増加（減少）→物価水準の上昇（下

落）→予想物価水準のいっそうの上昇（下落）」という因果関係のプ ロセスであ

る。 そしてヶイソズはこのような累積的な物価水準の変動を抑制するために ，

適切かつ迅速な金融政策の必要性を強調する 。

　輸出超過と海外投資

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５２）
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　いうまでもたく一国の国際収支は外貨準備一定という均衡状態を想定する限

り輸出超過＝海外投資という関係が常に成立し，輸出の純増加は海外投資の増

加と同義である。しかし現実には輸出の純増加→海外投資の増加という因果関

係のプ ロセスと逆に海外投資の増加→輸出の純増加という因果関係のプ ロセス

は同じではたい。前者は輸出の純増加カミ直接的に海外投資の増加となるのに対

して後者は本章§１で述べたように，１９世紀の英国のような特殊なケースを除

くと直接的に輸出の純増加とはたらない。すなわちそれは変動相場制の場合 ，

「資本収支の悪化→為替 レートの低下→輸入財価格の上昇 ・輸出財価格の下落

（＝交易条件の悪化）→輸出の純増加」となり ，金本位制の場合にはｒ資本収支の

悪化→金の流出→金融抑制政策　国内の物価水準 ・貨幣賃金率の引下げ→輸出

の純増加」とたる。いずれにせよ海外投資の増加→輸出の純増加は，輸出の純

増加 ［＞海外投資の増加とは異った国際収支均衡の因果関係のプ ロセスをたどる

ことになり ，とりわげ金本位制のもとでは金融抑制政策による国内の物価水準

・貨幣賃金率の切下げという苦痛で困難た調整を強いられる。それゆえヶイソ

ズは，輸出の純増加と海外投資の間の因果関係の非対称性を指摘してｒ海外投
　　　　　　　　　　　　　　５）
資調和論」を批判したのである 。

　英国の旧平価による金本位制復帰

　事実上の平価切上げである英国の金本位制復帰（１９２５年）は，輸出産業を深刻

な不況に陥れるとともに国際収支を悪化させ，国際的均衡を維持するための高

金利政策を強いることにな った。このことからケイソズは金融抑制政策がどの

ようにして国内物価水準 ・貨幣賃金率を均衡水準にまで引下げるのかを現実の

英国径済に即して詳細に検討することにより ，その不均等性（すなわち諸価格の

下方伸縮性の差異 ・貨幣賃金率の下方硬直性）および不公正性（弱い産業や企業ほど

大きな打撃を受げ，既に低い賃金水準の労働老ほどいっそうの切下げを強いられること）

を明らかにし，その現実的困難性を指摘した。本早§１で述へたようにケイソ

スがそこで最も強調したのが経済組織の流動性 ・伸縮性の欠如という問題であ

り， それゆえケイソスは拡散の原理（経済組織になんらかの１魔乱が生じた場合，そ

れがすみやかに経済全体に波及して新しい均衡カミ達成されること）を暗黙のうちに前

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５３）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
提としている正統派経済学を枇判したのである 。

　ｒ貨幣論』における貯蓄と投資

　周知のようにｒ貨幣論』（１９３０年）の核心は物価水準の均衡値の決定を正常利

潤を含む生産費（総貨幣所得／生産量）によっ て説明し，また現実の物価水準の

均衡値からの乖離を貯蓄と投資の不均衡によっ て説明したことにある。しかし

ここで重要たのは貯蓄と投資の不均衡がなぜ証券市場におげる利子率の調整に

よっ て解消されえないかという問題であり ，このことをケイソズは次のような
　　　　　　　　　　　　　　　　７）
因果関係分析によっ て明らかにした 。

　いま公衆の貯蓄が増加したとする。このことはｒ消費財需要の減少→消費財

価格の下落→消費財産業の意外た損失の発生→それを補填するための資金需要

の増加」とたり ，貯蓄の増加は損失補填のための企業の資金需要の増加によっ

て相殺され，経済は過剰貯蓄＝利潤デフレーショソの状態（物価水準＜生産費）

に陥る。これに対して企業の投資が増加する場合には，投資のための資金需要

は企業の意外な利潤の発生によっ て調達され，経済は過剰投資＝利潤イソフレ

ーショソの状態（物価水準＞生産費）となる。このように投資の増加は貯蓄の増

加を伴わたくても資本蓄積の増加とたるが，貯蓄の増加は投資の増加を伴わた

い限り資本蓄積とはならず，貯蓄は不胎化されるのである 。

　しかし長期的には貯蓄と投資の不均衡は「物価水準の上昇（下落）→貨幣賃金

率の上昇（下落）→物価と貨幣賃金率の累積的な上昇（下落）による実質的貨幣

供給量の減少（増加）→証券利子率の上昇（下落）→投資の減少（増加）」という調

整過程により解消される。このように長期的には貯蓄と投資の問に均衡化 メカ

ニズムが作用するが，それは貨幣賃金率 ・実質的貨幣供給量および利子率の変

動を経由する迂回的な調整過程であり ，少たくとも短期的には貯蓄と投資の問

に直接的た均衡化要因は存在しない 。

　『貨幣論』における金融政策の有効性

　さらにケイソズは上述した貯蓄と投資の因果関係分析をふまえ，金融政策が

とのようにして物価水準に影響を及ぽすかという課題を次のような因果関係分
　　　　　　　　　　　８）
析によっ て明らかにした 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５４）
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　利潤デフレ期の金融緩和政策は「利子率の低下→投資の増加→過剰貯蓄（＝

過少投資）の解消」となり ，また利潤イソフレ期の金融抑制政策は逆に投資を

減少させて過剰投資（＝過少貯蓄）を解消させる。このように金融政策は貨幣賃

金率（厳密には貨幣賃金率を含むすべての生産要素の貨幣収入率）の変化を伴わない

初期の利潤イソフレーショソ ・デフレーショソに対しては有効であるが，貨幣

賃金率の変化を伴う所得インフレーショソ ・デフレーショソに対しては必ずし

も有効とはいえたい。なぜなら金融政策は金本位制復帰後の英国の高金利政策

の失敗が示すように，直接的に貨幣賃金率を変更させる効果をもたないからで

ある 。

　財政政策の波及効果

　『ロイド ・ジ ョージはそれをたしうる』（１９２９年）以後，ケイソズの主たる政

策的関心は国内不況の克服であり ，とりわけ公共支出政策が雇用 ・物価水準さ

らには財政収支にどのような影響を及ぼすかを検討することであ った。そして
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
ケイソズはこの課題を次のような因果関係分析によっ て明らかにする 。

　財政赤字による公共支出はまず関連する産業への直接的な雇用 ・所得の増加

となり ，さらにそれは新規雇用者の消費の増加によっ て波及的な雇用 ・所得の

増加をもたらすとともに財政赤字も国民所得の増加にもとつく租税収入の自然

増により次第に減少していく 。しかし以上のようた因果関係のプ ロセスにおい

て決定的に重要なのは，逓減的ではあるが無限に続くｒ新規雇用に・よる消費の

増加」の存在であるが，この波及効果は不完全雇用という不均衡経済において

のみ実質的な意味をもつのであり ，それゆえケイソズは完全雇用 ＝均衡経済を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユＯ）
前提とする正統派経済学を批判したのである 。

　　ｒ般理論』における貯蓄と投資

　ｒ般理論』（１９３６年）の最も革新的貢献は国民所得の変動を明示し，かつ消

費性向という新しい概念を導入して貯蓄と投資の相互関係を乗数理論として明

確にしたことであり ，これによっ て総需要政策の有効性に対する理論的根拠が

与えられたのである。言うまでもなく ，乗数理論の核心は，投資の増加は国民

所得の増加を通じて貯蓄の増加とたるが貯蓄性向の上昇は国民所得の滅少によ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５５）
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り貯蓄額の増加とはなら匁いという因果関係の非対称性の命題であり ，明らか

にこれは前述したｒ貨幣論』におげる貯蓄と投資の短期的関係の発展 ・精綴化
　　　　　　ユユ）
にほかならない 。

　『般理論』における総需要政策

　金融緩和政策は「貨幣供給量の増加→債券利子率の低下→投資の増加→乗数

効果による国民所得 ・雇用の増加」となるが，ケイソズは不況克服策としての

金融緩和政策の現実的有効性についてはｒ貨幣論』時代に比して懐疑的とな っ

た。 それは公衆の流動性選好の増加が不況期の特徴であり ，そのことが債券利

子率の十分な低下を阻げるからである。それゆえヶイソスは総需要喚起政策と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ２）
して金融緩和政策よりも公共支出政策を重視することになる 。

　『般理論』における伸縮的な貨幣賃金の効果

　不完全雇用状態にある経済においてもし貨幣賃金率が十分に下方伸縮的なら

は， それによっ て経済は不完全雇用を解消しうるのであろうか。もちろんケイ

ソズは貨幣賃金率の全面的な引下げは消費需要の減少となることから，その直

接的た雇用効果を否定する。しかし前述したようにｒ貨幣論』のヶイソズは実

質的な貨幣供給量の増加にもとづくより長期的な均衡化プ ロセスを想定してお

り， ｒ般理論』においてもケイソスはそのプ ロセスの理論的可能性を認めて

いる。すなわちｒ貨幣賃金率および物価水準の下落による実質貨幣供給量の増

加→債券利子率の下落→投資の増加→乗数効果による雇用 ・国民所得の増加」
　　　　　　　　　　　　　　１３）
という因果関係のブ ロセスである 。

　しかしこのプ ロセスはきわめて迂回的であり ，前述したように貨幣供給の増

加が債券利子率を十分に低下させないとすれは，貨幣賃金率の全面的な引下げ

の現実的有効性を期待することはできない。それに加え，たとえ貨幣賃金率の

全面的な切下げが有効であったとしてもそれは総需要喚起政策よりも拙劣な政

策手段である。なぜたらその意図はより低い物価水準 ・貨幣賃金率のもとで均

衡を実現しようとするものであり ，企業や国家に債務負担の実質的な増加を強

いることに淀るからである 。

　しかしここで注意すべき点は企業の逓増的な限界費用を前提とする限り ，雇

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５６）
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用の増加を可能にするのは実質賃金率の引下げであり ，その意味では貨幣賃金

率の全面的な切下げ政策，総需要喚起政策のいずれもその目的は同じである 。

しかし両者の政策が決定的に異るのは前者が総需要の減少により物価水準が下

落し実質賃金率の引下げを実現しえたいのに対して後者は総需要の増加による

物価水準の上昇により実質賃金の引下げをすみやかに実現しうることである 。

　これまで述べてきた具体的た例から明らかなようにケイソスの経済政策論お

よぴそれと密接に結ぴついた経済理論の展開には，因果関係の現実的 ・理論的

分析が駆使されており ，それは正統派的な均衡論的アプ ローチに比して不均衡

下にある現実経済の分析にその有効性を発揮するといえる。そして我々のその

最も注目すべきを理論的成果として，「合成の誤謬」の指摘をあげることがで
　１４）

きる。ここで「合成の誤謬」とは個のレベノレで真であることが全体にとっ ても

真であると仮定することの誤りであり ，それはミクロの集計化された経済行動

がブクロの経済を不均衡化させるからである。例えぱケイソズがｒ貨幣論』や

ｒ一般理論』において強調したように，ある一企業の貨幣賃金率の切下げはそ

の企業にとっ て実質賃金率の引下げであり生産や雇用の増加を促すが，すべて

企業が同時にそれを行なう場合には消費需要の減少とたりその効果は相殺され

る。 また既に述べたようにある一家計の貯蓄性向の上昇は貯蓄額の増加と同義

であるが，すべての家計の貯蓄性向の上昇は貯蓄額の増加とはならないのであ

る。

１）　ケイソズは早くも１９２２年に，経済学は他の学間と違ってその思考の分野は公の

　領域（ｐｕｂｈｃ　ｓｐｈｅｒｅ）に属しており ，単純化と説得を必要とすると述べている 。

　“Ｔｈｅ　Ｓｔａｂ１１１ｚａｔ１ｏｎ　ｏｆ　Ｔｈｅ　Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｅｘｃｈａｎｇｅｓ ”， ２０Ａｐｒ１１１９２２，Ｍ伽ｏ加ｓ加ヅ

　Ｇ〃ゴ舳０ｏ刎舳伽ｏＺ，ＪＭＫ　ＸＶＩＩ，ｐ３５５

２）　このことをケイソズは『貨幣論』の序文で明確に述べている 。『貨幣論Ｉ』

　（１９３０年）小泉 ・長沢訳，ケイソズ全集第５巻，東洋経済新報杜，ｐ ・ｘｘｖ

３）　ｒ平和の経済的帰結』（１９１９年）早坂忠訳，ケイソズ全集第２巻，東洋経済新

　報杜，第５章および『条約の改正』（１９２２年）千田純一訳，ケイソズ全集第３巻 ，

　東洋経済新報杜，第４ ・６章を参照 。

４）　『貨幣改革論』（前掲訳書）の第１章および第３章のＩ ，拙稿ｒケイソズの資

　本主義経済観の彩成と展開（１）」（前掲論文）の第３章，拙稿「ケイソズの資本主

　　　　　　　　　　　　　　　（４５７）



５８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第４号）

　　義経済観の彩成と展開（完）」，ｒ立命館経済学』第３３巻第３号，１９８４年８月，第７

　　章§１ ，および拙稿ｒケイソズ経済学の理論的発展」，ｒ立命館経済学』第３３巻６号 ，

　　１９８５年２月の§３を参照 。

　５）拙稿「ケイソズの資本主義経済観の彬成と展開（１）」（前掲論文）の第４章を参

　　照。ケイソスは海外投資今輸出超過の均衡論的アプ ローチを主張するＥｃｏｎｏｍ１ｓｔ

　　誌の記割こ対して，その因果関係の説明（ｅｘｐ１ａ１ｎｍｇｂｙｗｈａｔｃｈａｍｏｆｃａｕｓａｔ１０ｎ

　　ｔｈｅ　ｒｅｓｕｌｔ　ｆｏ１ｌｏｗｓ）を求めている。叩ｏ伽肋〃ｏブ ゲ丁加Ｅ６０〃ｏ〃ｓヂ，２６Ｆｅ －

　　ｂｒｕａｒｙ１９２９，１６Ｍａｒｃｈ１９２９，ＪＭＫ　ＸＩＸ，ＰＰ８００－８０１　またピグー（Ａ　Ｃ

　　Ｐｉｇｏｕ）にみられる「海外投資調和論」については，拙稿「ケイソズの資本主義

　　経済観の彩成と展開（完）」（前掲論文）第７章§５を参照 。

　６）　「ケイソスの資本主義経済観の捗成と展開（２）」（前掲論文），第５章§３ ，§４

　　を参照。ケイソズは高金利政策Ｅ＞生産コストの引下げに関する因果関係分析を無

　　視したＥｃＯｎｏｍｉｓｔ誌の主張に対してｒ高金利がどのようにしてその結果をもた

　　　らすかについてわずかのヒソトさえも読者に与えていない」と批判している 。

　　 “Ｔｏ伽Ｅ〃ｏヅ ゲ丁加Ｅ６０焔ｏ舳ｓガ ，２６Ｍａｒｃｈ１９２９，ＪＭＫ　ＸＩＸ　ｐｐ８０２－８０３

　７）以下の議論については，拙稿ｒケイソズの資本主義経済観の形成と展開（３）」 ，

　　　『立命館経済学』第３巻５ ・６号，１９８４年２月，第６章§２ ，および拙稿ｒケイ

　　　ソス経済学の理論的発展」（則掲論文）§５ ，§６を参照 。

　８）以下の議論については，『貨幣論Ｉ』（則掲訳書）の第７編ｒ貨幣の管理」によ

　　　るが，とりわけ第３７章のＰＰ．３６７－３６８を参照 。

　９）雇用乗数理論についての発展過程については，‘ Ｈｏｗ　ｔＯ　Ｏｒｇａｎｉｚｅ　ａ　Ｗａｖｅ　Ｏｆ

　　Ｐｒｏｓｐｅｒ１ｔｙ ”， ３１Ｊｕ１ｙ１９２８，丁加肋舳閉ｇ　Ｓ加〃ｏ〃，ＪＭＫ　ＸＩＸ　ｐＰ７６１－７６６ ，

　　ｒロイト ・ソヨーソはそれをたしうるか」１９２９年５月 ，ｒ説得論集』（前掲訳書）ｐｐ

　　１０１＿１４９，“Ａ　Ｃｕｒｅ　ｆｏｒ　Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ” １９Ａｐｒｉ１１９２９，丁加肋刎加ｇ　Ｓ加〃ｏ〃，

　　ＪＭＫ　ＸＩＸ，ｐｐ８０８＿８１２，Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ａｄｖ１ｓｏｒｙ　Ｃｏｕｎｃ１１Ｃｏｍｍ１ｔｔｅｅ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏ －

　　ｍｉｓｔ，Ｄｒａｆｔ　Ｒｅｐｏｒｔ，６０ｃｔｏｂｅｒ１９３０，ＪＭＫ　ＸＸ，ｐ．４３９，４４２，“Ａ　Ｐｒｏｇｒａｍｍｅ

　　ｆｏｒ　Ｕｎｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔ” ４Ｆｅｂｒｕａｒｙ１９３３，丁加！Ｖ．伽Ｓ〃２ｓ刎伽ｏ〃Ｎｏ伽〃， ＪＭＫ

　　ＸＸＩ，ｐｐ１５４－１６１，ｒ繁栄への道』１９３３年３月 ，ｒ説得論集』（同１」掲訳書）ｐｐ４０３

　　 －４４２などを参照 。

　１０）１９２０年代の後半からケイソズは完全雇用を前提とする正統派的た見解に批判を

　　強めていくことになる。例えは，“ Ｍｒ　Ｌｌｏｙｄ　Ｇｅｏｒｇｅ
’ｓ　Ｐ１ｅｄｇｅ ”， １９１Ｍａｒｃｈ

　　１９２９，Ｔ１〃肋刎刎ｇ ，Ｓ加〃ｏ〃，ＪＭＫ　ＸＩＸ，ｐ８０７，‘
Ｔｈｅ　Ｍｕｌｔ１ｐ１１ｅｒ ”， １Ａｐｒ１１

　　１９３３，１Ｖ舳Ｓ〃３洲舳ｏ〃Ｎｏ肋れ，ＪＭＫ　ＸＸＩ　ｐＰ１７７－１７８を参照 。

　１１）拙稿ｒケイソズ経済学の理論的発展」（前掲論文）§７を参照 。

　１２）　『雇用 ・利子および貨幣の一般理論』塩野谷祐一訳，ケイソズ全集第７巻，東

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５８）



　　　　　　　　ケインズの経済政策論の移成と展開（１）（松川）　　　　　　　　　５９

　洋経済新報杜，第１２章　１５章およぴ１８章を参照 。

１３）拙稿ｒケイソズの資本主義経済観の移成と展開（３）」（前掲論文），第６章§４ ，

　　「ケイソズ経済学の理論的発展」（前掲論文）§７を参照 。

１４）例えぱサムエノレソソ『経済学上』都留重人訳，岩波書店，１９７４年，ｐｐ
．２５－２７

　を参照 。

§３

　ケイソスの経済政策論はこれまでみてきたように彼の資本主義経済観およひ

経済理論と深く関連しながら展開されたが，同時にそれはティソバーゲソ（Ｊ ．

Ｔｉｎｂｅｒｇｅｎ），ボールデ ィソグ（Ｋ ．Ｊ．ＢＯｕｌｄｉｎｇ），ブソデノレ（Ｒ．Ａ．Ｍｕｎｄｅ１１）などに

代表される現代的な経済政策論の先駆的な業績として評価することができる 。

それゆえ我々は以下，ケイ：／ズ政策論の現代的意義を次の３つの側面から明ら

カ、７こしテこし 、ｏ

　具体的な政策目標およひ政策手段の提示

　ヶイソス政策論の特徴は，経済の安定的繁栄，分配の公正化，国民の実質生

活水準の向上という上位の政策目標と直接に結びつく具体的で多元的な下使の

政策目標を明確に提示したことであり ，　「経済的福祉（ｅｃｏｎｏｍｉｃ　ｗｅｌｆａｒｅ）の最

大化」という　般的 ・究極的であるがきわめて抽象的で理念的な政策目標を提

示し，演澤的な方法によっ て経済政策論を体系化しようとする厚生経済学的方

法（ピグー的アプ ローチ）にもとづくものではない。そしてヶイソズはある下位

の政策目標を達成することによっ てどのような上位の政策目標を実現しうるの

か， またそれが達成されなけれはとのような経済問題が生じるのかを具体的か

つ理論的に検討することにより ，政策目標を達成することの意義を明確にした

のである 。

　ところで政策目標はそれが具体的で現実的であれぱあるほど客観性を欠くこ

とになり ，　「価値判断の問題」を伴わざるをえたいことは広く知られている通

りである。しかしヶイソズはこの困難さゆえに消極的になるのではたく ，むし

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５９）



６０　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第４号）

ろ積極的に政策目標を提示しつつけたことは注目に値する。もちろん本早§１

で述べたようにケイソズのアクテヴィズムや自らの政策立案能力に対する自負

心がその背景とたっていたと思われる。しかしより重要なのは，ケイソズが積

極的に提示しその実現を強く求めた下位の政策目標は当時の深刻かつ広範な経

済間題の解決をめざすものであり ，少なくともケイソスの意図が国民に価値判

断を迫ったり ，階級問の利害対立を顕在化させようとするものでなかったこと

は問違いたい 。

　例えば『貨幣改革論』でケイソズが強調したのは単なる物価水準の安定化で

はなく ，既存の貨幣賃金率や金融資産の債権 ・債務関係と適合した正常物価水

準の達成 ・維持であり ，そのもとで企業の正常利潤が保証され，階級問の調和
　　　　　　　　　　　　　１）
が実現されるとみるのである。また３０年代の主たる政策目標である慢性的不況

の克服は，経済の効率化と公正化を同時に達成しようとするものであり ，いか

なる階級にとっ ても望ましいものである。なぜなら慢性的不況の克服は，不完

全雇用下にある資本や労働の稼動率を高めて企業の利潤を回復させるという意

味で効率化政策であり ，しかもそれによる失業の解消は就業労働者と失業者の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
賃金所得格差を是正するという意味で公正化政策である

。

　ところでヶイソス政策論の特徴の一つが政策目標に対する政策手段の現実的

有効性を因果関係の現実的 ・理論的分析によっ て明らかにしたことであるとい

う指摘については既に本早§２で述べた通りである。しかし前述したように経

済政策をめくる価値判断や利害関係の対立という間題は政策手段の場合にも当

然生じうる。本論の第１章以後で詳述するようにヶイソズは終始一貫してきわ

めて多彩でかつ具体的な政策手段を提示しつつげ，今目我々が知りうる政策手

段の大部分は既にケイソズによっ て提示されていたと言っても過言ではない 。

しかし同時にケイソズがとりわげ強く実行を迫ったのは主としてｒマクロ 的な

経済政策」であり ，個人の自由な私的利益の追求と著しく低触し階級間の利害

対立を生じさせるような「ミクロ 的・ 直接的な政策介入」にきわめて慎重であ

った点を見逃すわげにはいかたい。このことは次のような具体的な例から明ら

かである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６０）



　　　　　　　　　 ケイソスの経済政策論の形成と展開（１）（松川）　　　　　　　　　６１

　（１）ケイソスはとりわけ２０年代の前半，国民の実質生活水準を向上させる手

段として人口抑制政策の必要性を強調したが，それは政策の具体化よりもむし
　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
ろ問題提起的な性格を強くもっ ていた 。

　（２）本早§１で述べたようにケイソスは英国の過大た海外投資を批判し，そ

れを奨励 ・鼓舞している諸制度 ・法規の具体的た改善案を提起した。しかし同

時にケイソズは海外投資の危険性（今目でいうヵソトリー・ リスク）を投資家階級

に強く訴えており ，彼がいわゆる「産業資本擁護 ・金融資本批判」の立場に立
　　　　　　　　　４）
っているとはいえたい。しかもケイソズは金本位制復帰以後も海外投資の直接
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
的な禁止措置を恒久的な手段とすることには反対であ った 。

　（３）ケイソズの強調しつづげた国家による資本支出政策は主として公共的 ・

半公共的投資に対する助成 ・援助であり ，個別企業への直接的な介入や国有化
　　　　　　　　　　　　　　６）
政策には一貫して反対であ った。また金本位制復刷こよる英国経済の不況に対

してもヶイソスはマクロ 的な好況化政策を重視し，最も深刻た打撃を受けた石

炭産業への直接的な救済策についてもそれを一時的 ・限定的措置とみたしてい
７）

た。

　（４）ヶイソスが来るべき資本主義経済の方向として福祉政策の必要性を十分

に認識し，例えほ杜会保険の国家負担，年金制度，保養 ・教育施設の充実，低

家賃住宅の供給，子供 ・家族手当の導入たどを提案している。しかし少なくと

もその当時は，国際収支改善のための賃金抑制を受げ入れる代償として労働者
　　　　　　　　　　　　　８）
階級に提示されたものである。そしてヶイソズはそのような計画を個人の建設

的な力 ・個人の自由といかに両立させるかという問題は次の世代の課題である

　　　　　　　　　　　９）
とみたしていたのである 。

　（５）　ｒ般理論』におげる再配分政策は，必らずしも分配の公正化をめさし

たものではなく ，それによっ て消費需要を喚起（消費性向の上昇）させようとし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
たものであり ，その意味からみれは再分配政策は副次的な政策手段にすぎない 。

　（６）公共支出政策が私企業の自由と対立することをヶイソズがいかに危倶し

ていたかは，『般理論』で示された有効需要政策の極端な例　　大蔵省が古

い壷に銀行券を入れて廃炭坑に埋め，民間企業に再びそれを掘りおこさせると

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６１）
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　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
いう政策提言　　からも明らかである 。

　政策目標と政策手段の整合性の追求

　政策目標と政策手段の整合性についてまず第１に指摘すべきヶインスの貢献

は， 複数の政策目標に対して効果的な政策手段を提示したことである。すなわ

ち， ある政策目標の達成に寄与する政策手段が第２（さらには第３）の政策目標

に対しても好ましい効果を及ぼす場合であり ，その例としては次の４つをあげ

ることができる 。

　（１）国民の実質生活水準を向上させるためには，貯蓄率を高めて資本蓄積を

促進しなげれ１またらないというのが初期（２０年代前半）ケイソズの基本的汰認識

であ った。しかしそのためには分配の不平等化が不可欠となり ，資本蓄積の促

進という政策目標は分配の公正と矛盾することにたる。過大な海外投資を抑制

しそれを国内投資に転換させようとするケイソズの意図はまさに上記のジレソ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ２）
マを解決することであり ，しかもそれは資本収支の改善にも寄与するのである 。

　（２）金本位制復帰後，次第に慢性的不況の様相を呈しはじめた英国経済にと

って産業合理化政策の推進は，生産費を低下させて企業利潤を回復させること

となる。しかし産業合理化は少なくとも短期的には生産や雇用の縮小を伴うこ

とになり ，不況をいっそう深刻化させざるをえない。それゆえヶイソズは合理

化政策よりむしろ好況化政策の推進を求めるのであり ，それは好況による操業

度の上昇が単位当りの生産費を引下げると同時に生産や雇用を増加させるから
　　１３）

である 。

　（３）ケイソズは経済的効率性と競争的利益をあわせもつ大企業体制を支持し

たが，同時にもしそれが独占力を行使するたらば国民に不利益を及ぼすことを

十分に認識していた。それゆえヶイソズは大企業の独占力の行使を抑制するた

めの手段として所有と経営の分離による企業の自己杜会化や企業会計の公開な

どの経営民主化を求めたのであり ，またそのことは海外投資に過度に流出して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ４）
きた投資家階級の貯蓄を国内の投資に向わせることにもなると考えたのである 。

　（４）１９３０年から３１年にかげてケイソズがその実行を強く迫った収入関税案の

主たる目的は貿易収支の改善であったが，同時に輸入財と代替的な国内財の生

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６２）
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産増加や関税収入の増加をも企図しており ，収入関税案を国際収支の逆調 ・深

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
刻な不況 ・財政赤字というトリレソマの解消の一助とみなしていたのである 。

　政策目標と政策手段との整合性に関するヶイソスの第２の貢献は，第一次大

戦後の国内経斉の不均衡と国際収支の不均衡に悩む英国経済に対してさまざま

な政策手段の組合せを提示することにより ，ポリシー・ ミッ クス論を具体的に

展開したことである 。

　周知のように第二次大戦後，ティソバーゲソは経済政策が整合性であるため

には複数の独止的た政策目標に対して同数の独皿的な政策手段が必要であるこ
　　　　　　　　　　　　　　　ユ６）
と（ティソバーゲソの定理）を論証し，またマソデノレは複数の政策目標に対して

複数の政策手段が存在する場合，政策手段は相対的に優位な効果をもつ政策目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
標に割りあてるべきであるという「効果的市場類別の原理」を提示しており ，

ケイソスの経済政策論はまさにこのようなポリノー・ ミヅ クス論の先駆的業績

として位置づげられる。それゆえ我々は以下，英国の経済の国内均衡と国際均

衡を同時に達成しようとするケイソズのさまざまたポリシー・ ミックスの代表

的た例を示しておくこととしたい 。

　（１）　ｒ貨幣改革論』のポリシー・ ミッ クス　第一次大戦後の激しい物価変動

の経験からケイソズは国内均衡（物価水準の安定）に自由裁量的な金融政策を ，

国際均衡（為替レートの安定化）には調整可能な金価格管理政策や先物為替市場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
への中央銀行の介入というポリシー・ ミックスを提示した 。

　（ｉ）金本位制復帰のポリシー・ ミッ クス　切上げられた為替 レートのもとで

国内均衝と国際均衡を同時に達成するためには基礎的調整（諸価格と貨幣賃金率

の均一的た引下げ）が不可欠である。しかしケイソスは『チャーチノレ氏の経済的

帰結』（１９２５年）において，金融抑制政策による基礎的調整の強行を批判し，国

内均衡には金融緩和による好況化政策を，国際均衡には金準備の活用や階級問

の合意の上での貨幣収入率の一率引下げ政策というポリシー・ ミックスを提示
　ユ９）

した 。

　○の大不況期のポリシー・ ミッ クス　１９２０年代後半の英国は長期不況の状態

であり ，米国を除く資本主義諸国も２０年代末には世界的な高金利のもとで景気

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６３）
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　　　　　　　　　　　　２０）
の後退を余儀なくされていた。そして１９３０年には米国が未曽有の大不況にみま

われ，それを契機として，世界経済は不況のどん底へと突き進むのである。こ

のような状態のもとでケイソズは，英国の国内および国際均衡のみならず世界

的な大不況を克服するためにマクミラソ委員会証言，マクミラン委員会報告お

よびその附録，経済諮問委員会などを通じてきわめて多彩な政策提言を行なう
２１）

が， とりわげケイソズが重視したのは，国内均衡政策としての金融組織と英国

産業の緊密化や国内の資本開発計画の実施，国際均衡政策としての収入関税の

導入，また世界的不況の克服には世界的た高金利を是正するための協同的な資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
本輸出国の対外貸付の増加というポリシー・ ミックスである 。

　○切　ｒ繁栄への道』のポリシー・ ミッ クス　１９３１年９月，英国の金本位制離

脱によりポソドの対ド ノレ為替相場は低落し英国の輸出産業はようやく高いポソ

トという重荷から解放され，英国経済にも次第に景気回復の兆侯がみえはじめ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
たが世界経済は依然として不況の底であえいでいた。このような状況のもとで

ケイソズはｒ繁栄の道』（１９３３年）において国内均街策として乗数効果にもとづ

く積極的な公債支出政策を，また各国が国際収支の制約にとらわれることなく

国内の総需要喚起政策を実施しうるような新しい国際金融制度　　金とともに

金証券が国際通貨として用いられしかも広い為替 レートの変動幅をもつ修正さ
　　　　　　　　　　　　　　　２４）
れ管理された金本位制度を提口昌した 。

　政策の実現可能性と次善の策の迫求

　これまで述べてきたようにケイソズは政策目標を実現するために有効かつ適

切な政策手段を提示しつつげたが，同時に彼は現実のさまさまな条件のもとで

最善の政策を実行しえたい場合にはそれに固執することなく ，むしろ実行可能

な次善の政策手段の追求に精力を傾注したのである。我々はその代表的な例と

して次の３つをあげることができる 。

　（１）ケイソズはｒ貨幣改革論』からｒ貨幣論』に到るまでの時期において少

なくとも理論的には国内均衡に対する金顧政策の有効性を確信していたと思わ
　２５）

れる。しかしケイソズは金本位制復帰以後，その制約ゆえに国内均衡化の政策

手段として財政政策を重視するようになるが，少なくともｒ繁栄への道』まで

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６４）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
はそれが十分な理論的基礎にもとついていたとはいいがたい 。

　（２）もちろんケイソスは金本位制下の慢性的な国際収支の逆調に対して平価

切下げが最善の政策手段であることを十分に認識したが，同時にそれは英国の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
ように世界経済の中心的た国の場合にはその影響は大きすぎると考えていた 。

それゆえ１９３０年から３１年にかげての英国の貿易収支の悪化に対Ｌて実行を強く

求めたのは平価切下げではなく ，収入関税の実施であ った。しかし英国が世界

的な金融恐慌のもとで諸外国からの金免換に応じてその責任を果し金本位制を

離脱する（１９３１年９月２１目）とヶイソスは直ちに収入関税案を撤回し保護貿易主

　　　　　　　　　　　２８）
義を批判することになる 。

　（３）世界的た為替切下げ競争と高関税政策のなか１９３３年のロソドソ世界経済

会議に大きな期待をよせていたケイソズはその失敗以後，進行しつつあるブ ロ

ック経済化のもとで経済的国際主義を断念し，国内経済優先の経済政策を自由

に追求しうる「国家的自給（ｎａｔ・ｏｎａ１ｓｅ１ｆ－ｓｕ箭ｃ・ｅｎｃｙ）」の方向に次第に傾斜して

　　　　　　２９）
いくことにな：る 。

　以上のことから我々はヶイソズ政策にみられるある種の性急さや首尾一貫性
　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
の欠如を指摘することは容易である。しかしこのようなケインズの姿勢はケイ

ソスが常に現実的な制限条件のもとで何が実行可能た政策手段かという問題と

最善な政策手段の実行を可能にするための制度改革をいかにおしすすめるかを

明確に区別していたことの表れであり ，ケイソス政策論の優れた一面でもある

ともいえるだろう 。

　我々は第１章以後，ケイソズの経済政策論が実際どのように形成 ・展開され

ていったのかをより具体的かつ詳細に検討することにより ，これまで述べてき

たケイソス政策論の基本的性格をいっそう明確にしていくことにしたい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（未完）

　　１）　ケイソズ経済学におげるｒ正常物価水準」のもつ意味の重要性については，拙

　　　稿「ケイソスの資本主義経済観の形成と展開（１）」（則掲論文）第３章§４ ，「ケイ

　　　 ソズの資本主義経済観の形成と展開（２）」（前掲論文）第５章§４ ，および「ケイソ

　　　ズの資本主義経済観の彩成と展開（３）」（前掲論文）第６章§５を参照。また，この

　　　考えはマクミラン委員会報告に明確に一述へられている 。Ｒｅｐｏｒｔ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｃｏｍｍ１一

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６５）
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　　ｔｔｅｅ　ｏｎ　Ｆ１ｎａｎｃｅ　ａｎｄ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ（１９３１）のＡｒｔ１ｃ１ｅｓ２７４を参照
。

　２）拙稿ｒケイソズの資本主義経済観の移成と展開（完）」（前掲論文）第７章§６

　　　を参照。確かにケイソズのいう総需要喚起政策は雇用を増加させるが同時にそれ

　　　はある程度の物価上昇を伴うことになり ，その結果利子生活者や　部の就業労働

　　者の実質収入が減少することにたるかもしれたい。しかしそれらの階碑は不況期

　　　の低い物価水準ゆえに高い実質収入を得ていたのであり ，総需要喚起政策の含意

　　　はイソフレーシ ョソを企図する反均衡化政策ではなく ，正常状態への復帰を企図

　　　する均衡化政策である 。

　　３）　ヶイソズは同時に過剰人口を失業問題の基底的な栗因としてもとらえていた 。

　　　例えぱ “Ｐｏｐｕ１ａｔ１ｏｎ　ａｎｄ　Ｕｎｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔ” ６０ｃｔｏｂｅｒ１９２３・丁加ル物〃ｏ”

　　Ａ肋舳ｇ舳，ＪＭＫ　ＸＩＸ，ｐｐ１２０－１２４，‘Ａ　Ｒｅｐ１ｙ　ｔｏ　Ｓ１ｒ　Ｗ１１１１ａｍ　Ｂｅｖｅｒ１ｄｇｅ
”，

　　Ｄｅｃｅｍｂｅｒ１９２３，丁加Ｅ６０舳伽６ １ｏ〃閉ｏＺ，ＪＭＫ　ＸＩＸ，ｐｐ１２５＿１３７，“Ｔｈｅ　Ｅｃｏ －

　　　ｎｏｍ１ｃ　Ｐｏｓ１ｔ１ｏｎ１ｎ　Ｅｎｇｌａｎｄ ”， １４Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ１９２５，ＪＭＫ　ＸＩＸ，Ｐ４４１を参

　　　照。しかしケイソズは人口抑制についての具体的た方策についてはふれていな

　　　い。この点については，“Ｔｏ　Ｓ
１ｒ　Ｗ１１１１ａｍ　Ｂｅｖｅｒ１ｄｇｅ ”・ １６Ｆｅｂｒｕａｒｙ１９２３・ＪＭＫ

　　　ＸＩＸ，ｐ１３９を参照。またケイソズのこのようたマルサス的な人口 観は１９２５年以

　　　後まっ たくあらわれたくなるが，それはケイソズの失業の原因を有効需要の不足

　　　に求めるようになるからである 。’ Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ” ２６Ｆｅｂｒｕａｒｙ１９３０・丁加

　　〃ｓ肋卯，ＪＭＫ　ＸＸ，ＰＰ．３１５－３２５を参照 。

　　４）拙稿ｒケイ：／ズの資本主義経済観の彩成と展開（１）」（前掲論文），第４章§２を

　　　参照 。

　　５）　 ・Ｔｏ　ｔｈｅ　Ｅｄ１ｔｏｒ　ｏｆ　Ｔｈｅ　Ｔ１ｍｅｓ ”， ２８Ａｕｇｕｓｔ１９２６，ＪＭＫ　ＸＩＸ・Ｐ４３３・“Ｔｈｅ

　　　Ａｕｔｕｍｎ　Ｐｒｏｓｐｅｃｔｓ　ｆｏｒ　Ｓｔｅｒｌｍｇ ”， ２３０ｃｔｏｂｅｒ１９２６，丁加Ｗｏ肋〃ｏ〃Ａ肋刎 一

　　 ０６舳，ＪＭＫ　ＸＩＸ，Ｐ５７３を参照 。

　　６）拙稿ｒケイソズの資本主義径済観の彩成と展開（１）」（前掲論文）第４章§３を

　　　参照 。

　　７）　 ‘Ｃｏａ１：Ａ　Ｓｕｇｇｅｓｔｉｏｎ ”， ２４Ａｐｒｉ１１９２６・丁加Ｎｏ〃ｏ犯ｏ””加伽舳刎・ＪＭＫ

　　　ＸＩＸ，ｐｐ５２６－５２７を参照
。

　　８）　 ‘Ｔｈｅ　Ｑｕｅｓｔ１ｏｎ　ｏｆ　Ｈ１ｇｈ　Ｗａｇｅ，Ｊａｎｕａｒｙ－Ｍａｒｃｈ１９３０・丁加Ｐｏ脇６”Ｑ〃０７一

　　　伽Ｚツ，ＪＭＫ　ＸＸ，ＰＰ３－１６，‘Ｓｔａｔｅ　Ｐｌａｍｍｇ
”， １４Ｍａｒｃｈ１９３２・ｂｒｏａｄｃａｓｔ　ｏｆ

　　　Ｂ　Ｂ　Ｃ ，ＪＭＫ　ＸＸＩ，ｐｐ８４＿９３

　　９）　 ６Ｓｔａｔｅ　Ｐｌａｎｎ１ｎｇ
９，

ｏｐ
　ｃ１ｔ ・Ｐ８８

　１０）拙稿ｒケイソズの資本主義経済観の形成と展開（完）」（則掲論文）第７章§６

　　　（注）３６を参照 。

　１１）　ｒ一般理論』（前掲訳書）ｐ１２８ケイソズは資本支出計画の実行上のさまざま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６６）



　　　　　　　　　ケイソズの経済政策論の彩成と展開（１）（松川）　　　　　　　　　６７

　な困難に対処するために，国家投資委員会の設立を提唱している 。Ｔｈｅ　Ｒｅｐｏｒｔ

　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｃｏｍｍ１ｔｔｅｅ　ｏｎ　Ｆｍａｎｃｅ　ａｎｄ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ，Ａｄｄｅｄｕｍ　Ｉ，Ｊｕｎｅ１９３１，ＪＭＫ

　ＸＸ，ｐｐ．３０６＿３０７ ．

１２）拙稿ｒケイソズの資本主義経済観の形成と展開（１）」（前掲論文）第４章§１を

　参照 。
１３）　 “Ｈｏｗ　ｔｏ　Ｏｒｇａｎｉｚｅ　ａ　Ｗａｖｅ　ｏｆ　Ｐｒｏｓｐｅｒｉｔｙ，ｏｐ

．ｃｉｔ
．，
Ｐ． ７６２，Ｍｉｎｕｔｅｓ　ｏｆ

　Ｅｖ１ｄｅｎｃｅ，Ｃｏｍｍ１ｔｔｅｅ　ｏｎ　Ｆ１ｎａｎｃｅ　ａｎｄ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ，２８Ｆｅｂｒｕａｒｙ１９３０，ＪＭＫ

　ＸＸ，ｐｐ１０９＿１１３，Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ａｄｖ１ｓｏｒｙ　Ｃｏｕｎｃ１１Ｃｏｍｍ１ｔｔｅｅ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｓｔ ，
　Ｄｒａｆｔ　Ｒｅｐｏｒｔ，ｏｐ．ｃｉｔ ．， Ｐ． ４３２などを参照

。

１４）　 “Ｌ１ｂｅｒａｌ１ｓｍ　ａｎｄ　Ｉｎｄｕｓｔｒプ， ５Ｊａｎｕａｒｙ１９２７，（ｓｐｅｅｃｈ），ＪＭＫ　ＸＩＸ，Ｐ６４５
，

　“Ｔｈｅ　Ｐｕｂｌｉｃ　ａｎｄ　Ｐｒｉｖａｔｅ　Ｃｏｎｃｅｍ
”， １Ａｕｇｕｓｔ１９２７，Ｎｅｗｓｐａｐｅｒ　Ｒｅｐｏｒｔ　ｆｒｏｍ

　Ｍａｎｃｈｅｓｔｅｒ　Ｇｕａｒｄ１ａｎ，ＪＭＫ　ＸＩＸ，Ｐ６９７－６９８を参照
。

１５）　ｒ収入関税のための諸提案」１９３１ ．３ ．７，ｒ説得論集』（前掲訳書）ＰＰ．２７４－２８８ ，

　“ Ｐｕｔ　Ｔｈｅ　Ｂｕｄｇｅｔ　ｏｎ　ａ　Ｓｏｕｎｄ　Ｂａｓｉｓ：Ａ　Ｐｌｅａ　ｔｏ　Ｌｉｆｅｌｏｎｇ　Ｆｒｅｅ　Ｔｒａｄｅｒｓ
”， １３

　Ｍａｒｃｈ１９３１，丁加Ｄｏ伽〃〃，ＪＭＫ　ＸＸ，ｐｐ．４８９－４９２，Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｎｏｔｅｓ　ｏｎ

　Ｆｒｅｅ　Ｔｒａｄｅ，２８Ｍａｒｃｈ４ａｎｄ１１，Ａｐｒｉ１１９３１，丁加Ｗ舳Ｓ肋ｇｓ舳〃”〃Ｎｏ一

　地れ， ＪＭＫ　ＸＸ，ＰＰ．４９８－５０５を参照 。
１６）　Ｊ．Ｔｉｎｂｅｒｇｅｎ，Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｐｏｌｉｃｙ：Ｐｒｉｎｃｉｐｌｅｓ　ａｎｄ　Ｄｅｓｉｇｎ，１９５６

．

１７）Ｒ　Ａ　Ｍｕｎｄｅｌｌ，『国際経済学』渡辺　箱木 ・井川訳，ダイヤモソド杜，１９７１

　年 。

１８）　『貨幣改革論』（前掲訳書）第４および第５章を参照 。

１９）　『チャーチノレ氏の経済的帰結』１９２５年７月，ｒ説得論集』（前掲訳書）ＰＰ．２４４－

　２７３ ．

２０）　 ケイソズは１９２０年代後半一とりわけ フラソスの金本位制復帰（１９２８年）以

　後，世界的不況の原因として異常な高金利（戦前の約１．５倍）を重視する。例え
　ぱｒ１９３０年の大不況」１９３０年１２月２０目 ，２７目 ，『説得論集』（前掲訳書）ｐｐ１５６－

　１５９，『貨幣論Ｉ』（前掲訳書）第３７章の４を参照 。

２１）　ヶイソズ全集第２０巻（ＪＭＫ　ＸＸ）は，１９２９年から３１年にかけてのこの間題に

　関するケイソズの論文 ・証言 ・報告 ・メモなどが収められており ，それは６００ぺ

　一ジを越える分量である。このことからもこの時期のケイソズがいかに国内均衡

　　・国際均衡および世界的不況の克服に向けて精力的に取りくんでいたかがわか

　る 。

２２）　 このようなポリンー・ ミヅ ク刈こついてはさしあたり『貨幣論１』（同１』掲訳書）

　ＰＰ・３９２－３９５を参照。また，マクミラン委員会報告では金融組織と国内産業の緊

　密化の具体策として，国内中堅企業の資本調達に便宜をはかる「特殊金融機関」

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６７）



６８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第４号）

　　　の設立を提起している 。Ｒｅｐｏｒｔ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｃｏｍｍ１ｔｔｅｅ　ｏｎ　Ｆ１ｎａｎｃｅ　ａｎｄ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ・

　　　ｏｐ　ｃ１ｔ ．， Ａｒｔ１ｃ１ｅｓ４０４を参照 。

　２３）　 ・Ｔｏ　Ｗａ１ｔｅｒ　Ｃａｓｅ ”， ２Ｎｏｖｅｍｂｅｒ１９３１，ＪＭＫ　ＸＸＩ・ＰＰ４－１２・Ｔｈｅ　Ｗｏｒｌｄ
’ｓ

　　　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｃｒ１ｓ１ｓ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｗａｙ　ｏｆ　Ｅｓｃａｐｅ，１９３２（Ｋｅｙｎｅｓ’ｓ　Ｃｏｎｔｒ１ｂｕｔ１ｏｎ）
，

　　　ＪＭＫ　ＸＸＩ，ｐｐ５０－６２，‘Ｒｅｉｅｃｔ１ｏｎｓ　ｏｎ　ｔｈｅ　Ｓｔｅｒｌｍｇ　Ｅｘｃｈａｎｇｅ
”， Ａｐｎ１１９３２

，

　　　〃ｏツゐＢ伽冶〃ｏ〃肋ＺツＲ〃ｚ吻，ＪＭＫ　ＸＸＩ，ＰＰ６３－８２を参照 。

　２４）　ｒ繁栄への道』１９３３年３月 ，ｒ説得論集』（前掲訳書）ｐｐ４０３－４４２また新しい

　　　国際制度としてのｒ超国家的銀行」の構想についてはｒ貨幣論皿』（則掲訳書）

　　　第３８章を参照 。

　２５）　『貨幣論皿』（則掲訳書）第２７章の３を参照 。

　２６）　ケイソズが『ロイド ・ジ ョージはそれをなしうるか』で初めて二次的雇用
　　　（ｓｅｃｏｎｄａｒｙ　ｅｍＰｌｏｙｍｅｎｔ）の存在を暗示し，それはカーソ（Ｒ　Ｆ　Ｋａｈｎ）の協力

　　　と相まって次第に雇用乗数の理論へと発展していく 。この発展過程については本

　　　章§２の（注）９であげた諸論文を参照 。
　２７）　Ｔｈｅ　Ｒｅｐｏｒｔ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｃｏｍｍ１ｔｔｅｅ　ｏｎ　Ｆｍａｎｃｅ　ａｎｄ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ・Ａｄｄｅｄｕｍ　Ｉ・ｏｐ

　　　ｃｉｔ ．， ｐｐ．２９５－２９６を参照 。

　２８）　ｒ金本位制停止後に」（Ｔｏ　ｔｈｅ　Ｅｄ１ｔｏｒ　Ｏｆ　Ｔｈｅ　Ｔ１ｍｅｓ”）１９３１年９月２９目 ，『説

　　　得論集』（前掲訳書）ＰＰ２８９－２９０

　２９）　 ・Ｎａｔ１ｏｎａ１Ｓｅｌｆ－Ｓｕ舐ｃ１ｅｎｃｙ ”， ８ａｎｄ１５Ｊｕｌｙ１９３３・丁加Ｗ舳Ｓ〃９ｓ刎伽ｏ”

　　　Ｗｏ肋犯，ＪＭＫ　ＸＸＩ，ｐｐ２３３＿２４６

　３０）　この問題についてのハロッドの指摘については，ハロッド，Ｒ ．， 『ケイソズ伝』

　　塩野谷九十九訳，東洋経済新報杜，１９６７年，ｐｐ５１９－５２５を参照 。

（４６８）




